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　非労働力人口の内訳を同様に比較すると、葛飾区の非労働力人口に対する「主に家事に従事する人」

と「主に通学をしている人」の割合はそれぞれ37.6％と15.5％、東京都では39.8％と17.5％、23区では

40.0％と17.0％、23区外では39.4％と18.3％である。

　このことから、葛飾区での「主に家事に従事する人」と「主に通学をしている人」の割合は、東京都

全体や23区外と比べて低いことがわかる。（図８）

　15歳以上人口について、それぞれの増加率(前回調査からの増加率)を比較すると、葛飾区含め、東京都

全体での15歳以上人口が年々増加傾向であることがわかる。また、23区外の増加率が年々低下している

のに対し、東京都、23区、葛飾区は平成22年まで上昇傾向である。

　しかし、平成22年から平成27年の増加率を比較すると、葛飾区では、平成22年の増加率が4.76％だっ

たのに対し、平成27年では0.38％、東京都では4.56％から2.15％、23区では5.14％から3.22％となり、

15歳以上人口の増加率が大幅に減少したことがわかる。（図９）

図８　非労働力人口の内訳の割合の比較

図９　15 歳以上人口の増加率の推移
（各調査実施年において前回調査と比べて 15 歳以上の人口が何％増加しているかの推移）
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６　区内就業者の産業別内訳

　国勢調査では、各産業ごとの就業者数についても集計している。

　葛飾区の就業者（195,544人）のうち、最も多くの人が従事している産業は卸売業・小売業であり、

30,170人（区内就業者全体の15.4％）である。次に多いのは製造業で23,813人（12.2％）、続いて医療・

福祉の17,648人（9.0％）となる。（表７）

表７　区内就業者の産業別内訳および産業別就業者数の順位

産 業 大 分 類 人　数 順　位
就業者全体に

対する割合

Ａ 農業，林業 401 人 17 位 0.205%

　　（うち農業） 395 人 - -

Ｂ 漁業 4 人 19 位 0.002%

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 24 人 18 位 0.012%

Ｄ 建設業 12,280 人 5 位 6.280%

Ｅ 製造業 23,813 人 2 位 12.178%

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 665 人 16 位 0.340%

Ｇ 情報通信業 11,368 人 8 位 5.814%

Ｈ 運輸業，郵便業 11,541 人 7 位 5.902%

Ｉ 卸売業，小売業 30,170 人 1 位 15.429%

Ｊ 金融業，保険業 5,786 人 13 位 2.959%

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 6,155 人 12 位 3.148%

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 7,115 人 9 位 3.639%

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 11,969 人 6 位 6.121%

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 6,517 人 11 位 3.333%

Ｏ 教育，学習支援業 6,738 人 10 位 3.446%

Ｐ 医療，福祉 17,648 人 3 位 9.025%

Ｑ 複合サービス事業 746 人 15 位 0.381%

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 14,820 人 4 位 7.579%

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 5,500 人 14 位 2.813%

Ｔ 分類不能の産業 22,284 人 - 11.396%
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19人口

1　人口の推移 P47・50参照

2　人口密度分布図

P48・49参照

（平成29年１月１日現在）
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3　人口ピラミッド

4　国勢調査による年齢３区分別人口割合

平成27年

（各年10月1日現在）国勢調査結果より

（各年10月1日現在）国勢調査結果より

男 女
221,621人 221,292人

(%)

16 1612 128 84 40

平成22年

男 女
222,034人 220,552人

(%)

16 1612 128 84 40

85歳以上
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
5～9
0～4

85歳以上
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
5～9
0～4

平成17年

男 女
212,776人 212,102人

(%)

16 1612 128 84 40

平成12年

男 女
212,088人 209,431人

(%)

16 1612 128 84 40

０～14歳 15～64歳 65歳以上 年齢不詳

平成27年 0.02％24.6％63.5％11.8％11.8％

平成17年 0.01％12.6％

平成22年

平成12年

0.02％

0.01％

12.1％

12.9％

22.0％

16.6％70.4％12.9％

65.9％

67.6％ 19.8％12.6％

12.1％
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5　昼・夜間人口の分布（区部のみ） P58参照

P51参照
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22 人口

７　年齢（５歳階級）男女別に見た

　　配偶関係割合（平成27年）国勢調査結果より

９　一般世帯の家族類型別数

　　　　　　　（平成27年）国勢調査結果より

８　一般世帯人員別割合

　　　　　　（平成27年）国勢調査結果より

10　65歳以上の親族のいる一般世帯

　　　　　　　　（平成27年）国勢調査結果より

総数 201,186=100%

39.4

26.9

17.1

12.3

3.3 0.7 0.2

世帯総数

201,168

(100%)

夫婦のみ

36,037

17.9％

夫婦と子供

53,310

26.5%

ひとり親

と子供

20,256

10.1%
その他の

親族世帯

10,348

5.1%

非親族及び　

　　　単独世帯

81,217

40.4%

総数

 75,953

世帯

単独世帯

      26,601

その他の
親族世帯
 8,160

その他の
親族世帯
 8,160

核
家
族
世
帯

40,684

男親（女親）

と子供の世帯

10,443

男親（女親）

と子供の世帯

10,443

夫婦と

子供の世帯

11,184

夫婦のみ

　の世帯

        19,057

非親族世帯　508　　　

その他　3,574　　

夫婦と両親（ひとり親）の世帯　1,424　

夫婦、子供と両親（ひとり親）の世帯　3,162
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11　着工新設住宅の推移　　　P63参照 12　家屋実態の推移　　P61参照

13　一般世帯の住宅所有関係

　　　　　　　　（平成27年）国勢調査より

平成23年 24 25 26 27 28

91,067

4,896

1,804

2,531

2,716

平成29年１月１日現在

平成24年 25 26 27 28

91,581

4,853

1,769

2,506

2,701

91,933

4,814

1,705

2,513

2,757

29

持ち家

　54.3％
民間借家

　33.2％

民間借家

　33.2％

公営・公団
等の借家

8.9％

貸間
1.1％

給与住宅
　2.5％

世帯総数

199,498

（100%）



24 財務・税務

歳入

歳出

平成 23
　年度

26

25

24

0 1000 1050 1100 1150 1200 1250 1300 1350 1400 1450 1500 1550 1600 1650 1700 1750 1800 1850 1900 1950 2000
(億円）

27

28

総額　190,610,000 (千円）

14　平成29年度一般会計当初予算

15　一般会計決算額の推移

P66参照

P69参照

公債費　3.8％

教育費　8.5％

総務費　8.2％

諸支出金　9.7％

職員費　14.0％

福祉費　39.1％

環境費　2.6％

都市整備費  8.8％

その他　5.3％その他　5.4％分担金及び負担金　0.9％

諸収入　2.1％

繰入金　5.3％

都支出金　7.3％

特別区税
17.4％

国庫支出金

19.1％

特別区交付金

37.6％

地方消費税交付金4.9％

歳　入 歳　出



25財務・税務

18　区民の税負担額の推移 P76参照

単位：億円

平　成
24年度

（千円）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（％）

25

26

27

80 70 60 50 100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200

一人当り 一世帯当り

28

注：四捨五入のため総額が必ずしも一致していない。

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

803.5
794.8

488.3 479.3

308.4

816.5

482.6

315.5

877.4

491.2

218.4

490.6

321.2

都

国

区
304.1

995.8

17　平成27年度 区税・都税・国税徴収決定額の内訳 P75・76参照

16　区税・都税・国税徴収決定額の推移 P75・76参照

特別区民税（特別徴収）　202.9億円

特別区民税（普通徴収）　82.4億円

特別区たばこ税　　33.9億円

その他　2.0億円
固定資産税　221.0億円

都民税　204.3億円

都市計画税　　47.3億円

不動産取得税　9.5億円

事業税　0.7億円

その他　7.8億円

所得税　402.5億円

消費税　380.1億円

法人税  　　114.3億円

相続税　　94.9億円

その他　3.9億円



26 事業所26

※平成26年「経済センサス－基礎調査報告」より※平成24年「経済センサス－活動調査報告」より
※平成24年経済センサス－活動調査は、国及び地方公共団体の事業所を調査対象としていない。

P77参照

P77参照
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19　主要産業別事業所数の推移 20　主要産業別従業者数の推移

21　規模別事業所数の変化

22　経営組織別事業所数及び従業者数の構成比

（昭和56年～平成18年）「事業所・企業統計調査」より

（平成21・26年）「経済センサス－基礎調査報告」より

（平成24年）「経済センサス－活動調査報告」より

（昭和56年～平成18年）「事業所・企業統計調査」より

（平成21・26年）「経済センサス－基礎調査報告」より

（平成24年）「経済センサス－活動調査報告」より

（昭和56年を100としたもの）

平成24年

事業所 従業者

その他の法人  727
法人でない団体  25

その他の法人  14,854人
法人でない団体  77人

個人

7,594

会社

9,433

個人

18,853

会社

94,072人
総数

127,856人
総数
17,779

注１：平成14年10月の日本標準産業分類改訂にあたり、平成８年までの調査報告を改訂に対応させた産業分類に組み替えてある。
注２：平成19年11月の日本標準産業分類改訂にあたり、平成21年および平成24年の調査結果を改定前に対応させた産業分類に組み替えてある。
　　　サービス業（大分類：『不動産業、物品賃貸業（物品賃貸業のみ）』『学術研究、専門・技術サービス業』生活関連サービス業、娯楽業』『サービス業（他に分類されないもの）』注：平成26年「経済センサス－基礎調査」より

人

昭和56年＝100

昭和56年 61 平成3年 138 18 21 24 26

昭和
56年

平成26年

110

100

90

80

70

60

50

40

30

20

110

90

100

80

70

60

50

サービス業→

総数
→

卸売・
　小売業 →製造業

→

全産業
合　計

1～4人 5～9
人

50人
以上

昭和56年＝100

昭和56年 61 平成3年 8 13 18 21 24

サービス業
→

総数 →

卸売・小売業→

製造業→

26

平成26年

事業所 従業者

その他の法人  822 
法人でない団体  19 

その他の法人  17,023人
法人でない団体  73人

個人

7,047

会社

9,770 

個人

17,479 

会社

97,371人
総数

142,902人
総数
17,953

国および
地方公共団体  295 

国および
地方公共団体  10,956人

人

10～29
人

30～49
人



27事業所

水元
公園

西水元

水元

南水元
東金町

金町

柴又

金町浄水場

農、林、水産業

サービス業
（他に分類されないもの）

公務
（他に分類されるものを除く）

複合サービス事業

鉱業、採石業等

製造業

建設業

電気・ガス・
熱供給・水道業

運輸、郵便業

情報通信業

卸売、小売業

事業所数

農林漁業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸、
郵便業

卸売、小売業 医療、福祉

   不動産、
  物 品
賃貸業

サービス業 （他に分類されないもの）

　宿泊業、
飲食サービス業

従業者数

金融、保険業 学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

不動産、物品賃貸業

教育、学習支援業

医療、福祉

生活関連サービス業、
娯楽業

新宿

青戸 高砂

細田

奥戸東立石

東新小岩東新小岩

西新小岩

東四つ木東四つ木

堀切堀切

小菅

西亀有

東
 
   水　
  
     元

東
堀
切

東
堀
切

立石

新小岩新小岩

四つ木

亀有

宝
町
宝
町

お
花
茶
屋

お
花
茶
屋

四つ木

白
鳥

金町

柴又

青戸 高砂

東立石

白
鳥

23　区内事業所町別集積割合

25　事業所と従業者の関係

（平成26年）「経済センサス－基礎調査報告」より

（平成26年）「経済センサス－基礎調査報告」より

（平成26年）「経済センサス－基礎調査報告」より

町別事業所数（件）

町別面積（km2）

特化係数＝

円の中の目盛１が東京都の平均値
円の外側に向かうほど比率が都平
均を上廻る

東京都大分類別構成比

1,000以上

17,953

8

9

2,709人

2,514人

51

486

45人

149,902

500～999

500未満

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

鉱業、採石業等1

3人

情報通信業102

435人

448人

192

4,680人

452人

3,961人

1,413 2,979 567 4,031 1,678 2,282 1,468 1,440

22,286人6,597人 8,105人 6,510人29,303人 14,012人18,351人 11,506人10,985人

建設業

人

金融・保険業 生活関連サービス業、娯楽業

509 学術研究、専門・技術サービス業 教育、学習支援業

複合サービス事業

673

公務 （他に分類されるものを除く）64

24　産業大分類別事業所数

　　東京都に対する葛飾区の特化係数

葛飾区大分類別構成比

立石

亀有

鎌倉鎌倉



28 工業

P105参照

P95～100参照

P95～100参照

（平成26年）「経済センサス－基礎調査報告」より



29工業

はん用機械

30　従業者規模別工場数、従業者数、出荷額等の構成比

32　産業中分類別出荷額等の推移と主要製品の構成比

P105参照

P95～100参照

（平成23年）

（平成23年）「東京の工業」より

特化係数＝
東京都中分類別構成比

100 54

（％） 2,673

1,004

1,615

14,656人 19,838,830万円

50

8

6

4

2
1

0

従業者数工場数 出荷額等

2,902

7,601,665

10,551,825

1,685,340

(30人以上）

(4～29人）

(1～3人）

8,605

3,149

円の中の目盛１が東京都の平
均値（100％）を示しており、円の
外側に向うほど出荷額の多い業
種であることを表わしています。

その他製品
食料品

繊維工業

木材・木製品

家具・装備品

紙・紙加工品

印刷・同関連業

化学工業

プラスチック

ゴム製品

皮革・同製品窯業・土石
鉄鋼業

非鉄金属

金属製品

生産用機械

業務用機械

輸送用機械

電子・デバイス

石油製品・
石炭製品製造業

7

5

3

7

5

3
葛飾区中分類別構成比

31　産業中分類別出荷額等

　　東京都に対する葛飾区の特化係数

電気機械

0 1 2 3 千億円

平成17年 金属製品
15.1

化学工業
9.7

食料品
9.5

パルプ・紙・
紙加工
8.5

ゴム
製品
5.2

その他
製品
24.6

プラスチック
製品
6.2

一般
機械器具

13.0

皮革・
同製品
5.2

電気機械器具

2.2

20年
その他
製品
29.8

生産用
機械器具

7.8

化学工業

3.1
ゴム
製品
5.5

パルプ・紙・
紙加工
8.2

プラスチック
製品
7.9

電気機械器具

2.6

皮革・同製品

2.6金属製品
18.7

食料品
11.9

23年

化学工業

3.3 食料品
11.1

その他
製品
31.0

生産用
機械器具
7.1

プラスチック
製品
5.9

パルプ・紙・
紙加工
10.1

電気機械器具

7.5
皮革・
同製品
4.5

ゴム
製品
5.3

金属製品
16.9


